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京都府総合庁舎等で使用する電力調達基本契約書 

 

 

 京都府（以下「甲」という。）と          （以下「乙」という。）とは、

次の条項により平成 29 年度における京都府総合庁舎等で使用する電力調達に係る基本契

約を締結する。 

 

（契約の目的） 

第１条 本契約は、京都府総合庁舎等における電気需要者（以下「丙」という。）と乙と

が、仕様書（質疑及び回答書を含む。）に従い、丙が使用する電気を需要に応じて供給

する契約事項を定めることを目的とする。 

 

（契約の要領） 

第２条 この契約の要領は、次のとおりとする。 

（１）需要場所、供給仕様等 

   別紙「仕様書」のとおり 

（２）契約単価 

   別紙「契約単価表」のとおり 

（３）契約期間 

   平成 29 年４月１日から平成 30年３月 31 日まで 

（４）この契約に規定する提出、承諾、通告、解除、請求及び協議は、書面によりこれを 

  行う。 

（５）乙と丙との個別契約については、丙が乙に対して契約申込書を提出し、乙が丙に対

して契約申込に対する承諾書を提出することにより成立するものとする。 

 

（権利義務譲渡の禁止） 

第３条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させて 

はならない。ただし、甲の承諾を受けた場合は、この限りではない。 

 

（秘密を守る義務） 

第４条 甲及び乙は、相手方の了解を得た場合を除き、契約期間中及び終了後（解除を含 

む。）に関わらずこの契約の履行に当たって知り得た秘密を他人に漏らし、又はこの契 

約以外の目的に利用してはならない。ただし、法律、条例等により開示が義務づけられ 

ている場合で、所定の手続きにより開示する場合はこの限りでない。 

 

（料金の算定） 

第５条 電力料金は、仕様書に定める各需要場所の契約電力に契約単価表の基本料金を乗 

じて得た額（以下「基本料金」という。）に計量期間に係る使用電力量に契約単価表の 

電力量料金単価を乗じて得た額（以下「電力量料金」という。）を加算した額とする。 

ただし、基本料金は、仕様書によって算定された力率割引又は割増しを行うことができ

るものとし、電力量料金は、契約単価表の燃料費調整額を差し引き、又は加えるものと
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する。 

２ 再生可能エネルギー発電促進賦課金等は、仕様書の規定により算出された料金を乗じ

た額を加算するものとする。 

３ 契約単価の変更は、法令等に基づく場合に限るものとする。  

 

（契約の解除） 

第６条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、その事由を乙に通告すること 

 により、この契約を解除することができる。 

（１）乙の責めに帰すべき事由により、乙が電気を供給する見込みがないと認められると 

き。 

（２）乙がこの契約の履行に関し、詐欺その他の不正行為をしたとき。 

（３）乙が次のいずれかに該当するとき。 

     ア 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員又 

      はその支店若しくは委託契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号にお 

       いて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律 

       第 77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以 

       下この号において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

     イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号におい 

      て同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

     ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を 

      加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

     エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな 

      ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると 

      認められるとき。 

     オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。 

     カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約にあたり、その相手方がアか 

      らオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認め 

      られるとき。 

     キ 乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を資材、原材料の購入契約その他

の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が乙に対し

て当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。 

（４）前３号に掲げるほか乙がこの契約に違反し、この契約の目的が達せられないと認め 

られるとき。 

２ 甲は、発注が第２条第１号の予定数量の３分の２以上減じる見込みのあるときは、乙 

に対し通知しなければならない。この場合においては、乙は、この契約を解除すること

ができる。 

 

（談合等による解除） 

第６条の２ 甲は、乙がこの契約に関し次の各号のいずれかに該当するときは、契約を解

除することができる。 

(1) 乙に対し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54号。
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以下「独占禁止法」という。）第 49条の規定による排除措置命令、第 62条第１項の規

定による納付命令又は第 64条第１項の規定による競争回復措置命令がなされ、これらの

命令の取消しの訴えが提起されなかったとき。 

(2) 乙が、前号の訴えを提起した場合において、当該訴えを却下し、又は棄却する判決が

確定したとき。 

(3) 前２号のほか、独占禁止法その他の法律に基づき、乙が談合等の不公正な行為を行っ

た旨の事実を認定する処分その他の措置がなされ、かつ、その効力が確定したとき。 

(4) 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が、刑法（明治 40年法律

第 45号）第 96 条の６若しくは第 198条又は独占禁止法第 89条第１項若しくは第 95条

第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

 

（特定調達契約に係る契約の解除等） 

第６条の３ 甲は、業務が満了するまでの間は、第６条第１項及び前条の規定によるほか、

必要があるときは、契約の履行を停止し、又は契約を解除することができる。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したことにより損害を及ぼしたときには、その損

害を賠償しなければならない。 

 

（違約金） 

第７条  乙は、次の各号のいずれかに該当するときは、予定数量から既に納入され  

 た数量を減じた数量に契約単価を乗じて計算した額の 10分の１を違約金として 

 甲が指定する期日までに支払うものとする。ただし、第２号に該当した場合であっ  

 て、この業務を完了させたときは、この限りでない。 

（１）第６条第 1 項の規定により契約を解除されたとき。 

（２）次のいずれかに該当するとき。 

 ア 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始又は特別清算開始の申立て

があったとき。 

 イ アの他、乙が債務整理に関して裁判所の関与する手続きを申し立てたとき若し 

   くは弁護等へ債務整理を委任したとき、手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

   又は自ら営業の廃止を表明したときその他の業務の続行が困難と認められる事実 

   が発生したとき。 

 ウ 甲の乙に対する債務について仮差押、保全差押若しくは差押の命令又は通知が 

   発せられたとき。 

２ 前項の規定は第６条第２項の規定により契約が解除された場合に準用する。 

 

（損害賠償） 

第８条 乙は、その責めに帰すべき事由により、甲、丙又は第三者に損害を与えたと

きには、その損害を賠償しなければならない。 

 

（損害賠償の予定） 

第９条  乙は、第６条の２の各号のいずれかに該当するときは、目的物の引渡しの   

 完了の前後を問わず、又は甲が契約を解除するか否かを問わず、損害賠償金として、   

 予定数量に契約単価を乗じて計算した額の 10 分の２に相当する金額を甲に支払わな    
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 ければならない。ただし、同条第１号から第３号までのうち処分、その他の措置の対象

となる行為が独占禁止法第２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和 57 年 6月 18日公

正取引委員会告示第 15号）第６項で規定する不当廉売の場合その他甲が特に認める場合

は、この限りでない。 

２ 前項の規定による損害賠償金は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償 

金の額を超える場合は、その超える額につきなお請求をすることを妨げるものではない。

同項の規定により乙が損害賠償金を支払った後に、実際の損害額が同項に規定する損害

賠償金の額を超えることが明らかとなった場合においても、同様とする。 

３ 契約期間内に、乙の責めに帰すべき事由が無く、甲が契約を解除する場合は、乙は、 

京都府を供給区域とする一般送配電事業者の供給条件等に基づき契約代金の精算金等を

請求できるものとし、甲は、乙にその精算金等を支払うものとする。 

 

（期限の利益の喪失） 

第 10条 第７条第１項各号のいずれかに該当するときは、乙の甲に対する一切の債務は 

当然に期限の利益を失い、乙は甲に対し、直ちにその債務を弁済するものとする。  

  ただし、同項第２号に該当する場合であって、この業務を完了させたときは、この 

限りではない。 

 

（相殺予約） 

第 11条 この契約に基づき甲が乙に対し債務を負担する場合、甲は、乙に対する一切の 

  債権の弁済期が到来すると否とを問わずこれをもって当該債務と対当額において相殺  

  することができる。 

 

（接続供給契約等の義務） 

第 12条 乙は、この契約に基づき、乙と関西電力株式会社との間に、電気を安定して供給

するために必要とする接続供給契約を締結し、その確認ができる書類の写しを供給開始

までに甲に提出しなければならない。 

 

（関係法令の遵守) 

第 13条  乙は、この契約を履行するに当たり、労働基準法(昭和 22年法律第 49号）、労

働者災害補償保険法(昭和 22年法律第 50号）、最低賃金法(昭和 34年法律第 137 号）、

労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57号）、労働契約法(平成 19年法律第 128号）その

他関係法令の適用基準を遵守しなければならない｡ 

 

（協議） 

第 14条 この契約書に定めのない事項又はこの契約の条項に関して疑義が生じたときは、

京都府を供給区域とする一般送配電事業者の供給条件等を参考に、甲乙協議の上、これ

を定めるものとする。 
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  この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各１通を

保有するものとする。 

 

 

 平成  年  月  日 

 

甲  京 都 府 知 事 

    山  田  啓  二            印 

 

 

 

 

乙    

 

       印 



基本料金

円／kW

1 職員研修・研究支援センター

2 自動車税管理事務所

3 京都府庁西側施設（西別館・自治会館）

4 京都向日町競輪場（場内系統）

5 京都向日町競輪場（宿舎系統）

6 山城広域振興局　宇治総合庁舎

7 山城広域振興局　乙訓総合庁舎

8 山城広域振興局　田辺総合庁舎

9 山城広域振興局　木津総合庁舎

10 南丹広域振興局　亀岡総合庁舎

11 南丹広域振興局　園部総合庁舎

12 中丹広域振興局　舞鶴総合庁舎

13 中丹広域振興局　中丹東保健所庁舎

14 中丹広域振興局　綾部総合庁舎

15 中丹広域振興局　福知山総合庁舎

16 丹後広域振興局　峰山総合庁舎

17 丹後広域振興局　宮津総合庁舎

18 府立消防学校

19 府立体育館

20 総合資料館

21 精神保健福祉総合センター

22 京都府立看護学校

23 京都府立淇陽学校

24 京都高等技術専門校(障害者校含む）

25 京都府立福知山高等技術専門校

26 京都府立 陶工高等技術専門校

27 計量検定所

28 畜産センター

29 碇高原牧場

30 茶業研究所

31 旧水産事務所

32 海洋センター（船舶）

33 丹後農業研究所

34 森林技術センター

35 京都土木事務所

36 港湾事務所（舞鶴港 第２埠頭）

37 港湾事務所（舞鶴港 舞鶴国際埠頭）

38 運転免許試験場

需要場所

契約単価表

燃料費調整額

電力量料金（円／kW）

夏季 その他季節



京都府総合庁舎等で使用する電力調達個別契約申込書 

 

（落札者名） 

 

                         平成  年  月  日 

 

                     （電気需要者名） 

                       京都府○○ 

                        ○○長 ○○ ○○   印 

                       ［本件に関わる連絡先］ 

                        所属： 

                        名前： 

                        電話： 

                

京都府総合庁舎等で使用する電力調達基本契約書（以下「基本契約書」という。）に

基づく（電気需要者名）（以下「甲」という。）と（落札者名）（以下「乙」という）

との個別の調達契約について、下記のとおり申込みます。 

 

記 

１ 電力需要場所 

需要場所（施設名） 需要場所所在地 

  

 

２ 契約期間 

  平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日 

 

３ 料金の支払等 

（１）乙は、月毎に、基本契約書第５条により算出した金額の合計額（以下「料金」と

いう。）を、計量期間の翌月に、甲に対し、請求書により請求するものとする。 

（２）甲は、前項に規定する請求書を受理した日から 30 日（以下「約定期間」という。）

以内に乙に料金を支払わなければならない。ただし、支払日が日曜日又は銀行法（昭

和 56 年法律第 59 号）第 15 条第１項に規定する政令で定める日（以下「休日」と

いう。） に該当する場合は、支払日をその翌日とする。また、その翌日が日曜日又

は休日に該当するときは、さらにその翌日とする。 

（３）甲は、約定期間内に料金を支払わない場合は、約定期間満了の日の翌日から支払

をする日までの日数に応じ、当該未払金額に対し年 2.８パーセントを乗じて計算し

た遅延利息を乙に支払わなければならない。ただし、約定期間内に支払をしないこ

とが天災地変等やむを得ない事由によるときは、当該事由の継続する期間は、約定

期間に算入せず、又は遅延利息を支払う日数に計算しないものとする。 

（４）前項の規定により計算した遅延利息の額については、政府契約の支払遅延防止等

に関する法律（昭和 24 年法律第 256 号）の規定による端数処理の計算方法の適

用後の額とする。 

 

４ 上記に定めるものの他、契約内容は、基本契約書に準拠するものとする。 



京都府総合庁舎等で使用する電力調達個別契約承諾書 

 

                             平成 年 月 日 

 

（電気需要者名）  

 

 

                     （落札者名） 

                                    印 

 

 京都府総合庁舎等で使用する電力調達について、（電気需要者名）から提出された個

別契約申込書を受理し、承諾しました。 

 


	01総合庁舎等：基本契約書.pdf
	02総合庁舎等：契約書別紙.pdf
	03個別契約申込書.pdf
	04個別契約受理書.pdf

